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都市計画実習 最終発表 1班 2020.6.24(⽔) 

あつまれ？ひなんしゃの森 
      〜COVID-19 下での災害避難〜 

班⻑:古⽥淑 副班⻑:川上愛⼸ 記録担当:針⾕凌輔・室岡太⼀ オンライン担当:⼤森聡・⽥川多恵 
担当教員:⽷井川栄⼀ TA:⾨倉慧 

第 1 章 中間までの流れ 
1.1 背景 

COVID-19 が流行している現在の状況において自然

災害が発生した場合，避難所内は非常に 3 密な空間と

なり感染拡大の要因となるため，自然災害発生時にお

ける感染予防対策は重要な課題であると考えた．しか

し，具体的な対策を設けている自治体は少ないことが

明らかとなり，COVID-19 下において避難所の 3 密状

況を解消する方策を実行する際に障壁があると考えた． 

1.2 ⽬的 

 本実習では，COVID-19 下における自治体の避難対

策の実施状況を把握し，自治体対応としてどの項目が

実施困難かを整理したうえで，対策が不十分である原

因を分析し，対策を行う際に障壁となる課題を明確に

することを目的とする．最終的には，自治体による対

策の円滑な施行を後押しするような提案に繋げる． 

1.3 調査⽅法 

 COVID-19 下で，住民の立場からみた避難時の課題

を住民ニーズ，行政が住民に対し行えることを行政サ

プライとし，それぞれの住民ニーズに行政サプライを

対応させた．抽出した項目に基づいて，幾つかの自治

体を対象とし，住民ニーズに対する行政サプライの実

施状況に関するアンケート調査を行うことにした．こ

れらの調査結果から市町村が現時点で対応できている

項目とできていない項目を明らかにする．また，その

中で対応できていない項目に注目し，なぜ今，市町村

が対応できていないかの理由分析を行うことで，市町

村が抱える問題を明らかにする．最終的にはその分析

をもとに解決策を提案する． 

 

第 2 章 ヒアリング調査 
2.1. ヒアリング調査概要 

 自治体による災害時避難の COVID-19 対策の実情を

知るため，ヒアリング調査を行なった．調査対象は，

つくば市危機管理課，土浦市総務課危機管理室，常総

市防災危機管理課とし，つくば市に対しては Skype で

のヒアリング，他 2 市にはヒアリング表に直接回答を

記入しメールで送付して頂いた．調査内容は主に避難

所開設・運営，災害に関する情報伝達についてである． 

2.2 ヒアリング調査結果 
2.2.1 避難所内の３密回避について 

 従来の災害時避難では避難所が 3 密な空間となるが，

分散避難や避難所の増設，避難所運営などで変更点や

工夫している点はあるかについて伺った． 
 まず，3 市とも市内の公共施設などを活用して避難

スペースを拡大する計画があることがわかった．しか

し，つくば市は，実際に災害が発生しないと避難者数

の把握ができないため，避難所の増設数についての想

定が困難であるとしており，土浦市と常総市は避難所

の増加による職員の不足を懸念していた． 
 また，各市でフェイスシールドや簡易テントなどを

準備しており，避難所内での感染対策が進められてい

る．しかし，ダンボールベッドなど一部の資材は入手

困難であり，さらに予算不足などの問題から十分な量

は確保できていない現状がある． 
 3市ともに，避難所を増設する予定があり，避難所で

の感染防止に努めているものの，避難の必要がない人

は自宅や，知人宅などへの分散避難を推奨していた． 

2.2.2 災害時避難の情報伝達について 

 災害避難に関する情報伝達のための手段にはどのよ

うなものがあるのかお伺いしたところ，3 市とも災害

時避難の情報伝達のために，メールや SNS，HPをはじ

めとする様々な手段を用いていることがわかった．さ

らに，インターネット環境の整っていない住民に対し

ても，防災行政無線やテレビの d ボタンを案内するな

どの対応をしている． 

2.2.3 ヒアリング結果まとめ 

 自治体は避難所の増設・運営，情報発信について様々

な取り組みをしているが，物資不足や職員不足などの

問題から，自治体での対策には限界があることがわか
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った．よって，職員の方も繰り返し仰っていたが，住

民自ら資材を調達し，分散避難をするなど，｢自助｣｢共

助｣で災害に備えることが重要である． 
 

第 3 章 アンケート調査・概要 
 アンケートの調査に関する概要は以下の表 1 の通り

である．調査は全国にある 1724自治体のうち市町村の

公式ホームページ等を利用してメールアドレスが得ら

れた 1035自治体に対して行った． 

 
表 1 アンケートの調査に関する概要 

調査対象 自治体の避難所の管理を担当する部局
（例：総務課，危機管理課） 

回収期間 2020 年 6 月 5 日～6 月 16 日 
（合計 11 日間） 

配布数 1035 自治体 
回答数 158 自治体 

 
アンケートは以下の表 2 のように設問内容を分野別

で 3つの大問に大きく分けた構成となっている．  
 

表 2 アンケートの内容に関する概要 
大問１ 平時からの備えや災害発生時における避難

行動に関する住民への周知と告発 
大問２ 避難所における住民の避難生活への行政側

対応 
大問３ 避難生活に必要な物資・医療資源の確保，

外部支援不足への対応 
 

第 4 章 アンケート結果・考察 
4.1 ハザードマップの公開の有無と対策状況の関係 
 本節では，ハザードマップの公開の有無と自治体の

住民への周知状態に関する質問である大問 1 の関係性

及びそこから得られる提言について論ずる．自治体の

ハザードマップの公開の有無について調査した結果，

図 1のようになった． 

 
図 1 ハザードマップの公開状況 

 ハザードマップのマップの有無と周知に関する対策

状況の関係について独立性の検定をした結果，図 1 の

6つのハザードマップのうち，避難経路・避難場所など

の防災マップ（以下，避難マップ）において平時の備

え，分散避難，在宅避難の備え，避難行動判定フロー

の 4 項目 において有意もしくは有意傾向であること

が示された． 
 検定結果より，｢避難経路・避難場所に関する防災マ

ップ｣の公開と住民への周知は関連があることがわか

った．通常の防災マップよりもより多くの情報を持っ

ている｢避難マップ｣の公開をしている自治体は，

COVID-19 下においても適切な呼びかけができている

ことが示唆された．したがって，COVID-19下において

も適切な情報発信をするには，普段から防災マップの

情報を発信すべきであると考えた． 
4.2 ⼤問別対策状況の考察 

4.2.1 ⼤問１について 

平時の備えと避難行動に関する住民周知の対策実施

状況について図 2に示した． 

 
図２ ⼤問１の質問別の対策実施状況 

 平時の備えや分散避難などの避難方法の周知などに

関しては対策が進んでいるが，避難所の情報に関して

対策が遅れている自治体は多いことがわかった． 
 避難所情報の公開率が一番低かった理由は，人員不

足が32％と無回答を除いて最も多く，避難所情報の｢公

開｣に携わる人員が不足していることがわかる．一方，

無回答の割合は40％もあり，｢避難所の不足のため情報

の発信ができない｣のではないかという疑問が生じた． 
 避難所情報の公表の有無と新たな避難所を設置の有

無について独立性の検定をした結果，p＝0.304 であり

両者に関係性は見られないため，避難所の不足のため

情報の発信ができないとは言えなかった． 
これより，やはり人員不足に問題があるため，アプ

リ・メール配信システム等を利用し，効率的な避難所

情報を周知する必要があると考えた． 
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分散避難
在宅避難
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要配慮者への共助
要配慮者への周知

している 必要だがしていない 必要なし 無回答
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4.2.2 ⼤問 2 について 

 感染症に備えた避難所開設と避難所運営の対応につ

いては以下の図 3 が実施状況を示している．すでに実

施している対策が多くみられる一方，｢『3密』回避の

ための新避難所の設置｣，｢避難施設管理者との調整で

必要とされる確認｣項目の一部，｢感染者発生に即時対

応可能な環境の整備｣，｢避難所の長期的な運営準備｣の

4つの対応で特に実施が遅れていることが分かった． 

 

図 3 ⼤問２の質問別対策実施状況 
必要だが実施できていない割合が多い対策とその理

由について以下のように考察した．感染症対策に備え

た新たな避難所開設について，ヒアリング調査ではい

ずれの市も検討していたが，アンケート調査では現状

できていない理由に，｢利用可能な公共施設不足｣と約

8 割が回答し，十分なスペースの確保ができない状況

が伺えた．よって，民間の施設など公共施設の代替と

なる施設を確保する必要がある．他にも避難所運営側

との調整確認状況については，項目｢施設ごとのレイア

ウト設定｣及び｢部屋開設の優先度｣(1)の確認ではマニ

ュアルの未整備，｢避難所閉鎖後の施設消毒の確認｣(1)

では対応に当たる人手不足と専門知識不足が主な対策

未実施の要因であった．これより感染症対策を含むマ

ニュアルの改訂及び専門知識の共有を迅速に行えるよ

うに各自治体へのサポートが必要であると考えた．長

期間の避難所生活に備えた避難所運営への対策に関し

ては様々な要因があり，主に人員不足や資材不足など

が理由として挙がった．自由記述欄には，長期の見通

しが立てにくいため対応しにくいという声もあった．

よって，見通しが立てやすいようなマニュアルの充実

化とそれに伴った予算の増額が必要だと考えられる． 
 総じて，自治体が感染症拡大に備えた避難所開設・

避難所運営の調整をするにあたり，自治体内で対応可

能な人員と専門知識の動員不足や限られた利用可能な

公共施設，実対策にあたるまでのマニュアル改定に時

間が要することが障壁となっていることが判明した． 
4.2.3 ⼤問 3 について 

 
図４ ⼤問３の質問別対策実施状況 

問 3-6｢感染症飛沫対策を意識した避難所資材の調達

準備の有無｣は 64%が準備していると回答した．だが，

その他の項目は平均して 36%と対策が進んでいないこ

とが示された．大問３の各設問について対策ができて

いない理由として人員，物資，予算の不足が全体の

44％，続いて外部者への対応策の未定が全体の 12％を

占めた．外部の人手に関する設問 3-10 と 3-11 の対策

ができていない理由に着目すると，設問 3-10では外部

者への対応策が未定であることを理由とする自治体が

84％，設問 3-11では労働力不足を理由とする自治体が

50％を占めた．また，設問 3-11は 29％がボランティア

受け入れを想定しており，外部の支援が必要であると

わかった． 
 以上より，人員・物資・予算不足と外部への対応準

備不足といった問題により医療資源の調達の不足が明

らかになった．よって，様々な自治体同士が協力しあ

って足りない資源を補い合う必要であると考える． 
4.3 財政⼒との関係 

アンケート調査の中で予算不足が原因の一つとして

多く挙げられたため，財政力によって違いが見られる

のではないかということが考えられた．そこで，総務

省の発表する財政力指数(3)を用いて分析を行った． 
 各質問に対して｢対策をしていない｣と回答した自治

体と，全項目に対し｢対策をしている｣自治体の財政指

数の分布を箱ひげ図で示した．それに加えて,対策を

｢している｣自治体と｢していない｣自治体の財政指数に

0% 20% 40% 60% 80% 100%

避難所設置
開設手順の確認

避難準備マニュアル確認
職員の役割分担
レイアウト確認

施設利用ルールの確認
３密防止の部屋開設の優先度

避難所開設後の施設消毒の確認
要配慮者用避難所
衛星管理担当職員

廃棄物処理
感染者発生対応環境
長期的避難所運営

している 必要だがしていない 必要なし 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

避難者用医療資源
職員用医療資源

継続的な調達

要配慮者用資源
在宅避難者用調達ルート

避難所資材

医療提供
避難受け入れ可否

資機材や人員の調達

外部の人手の確保
避難所運営以外の外部の人手

外部支援を考慮しない準備

している 必要だがしていない 必要なし 無回答
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ついて平均値の差の検定を用い関係を調べた.その結

果，住民周知に関しては予算不足が原因で｢していな

い｣自治体と対策｢している｣自治体の平均値の差に有

意差が見られ,財政力の低い自治体にとって人員不足

が対策の障壁であることがいえる．続いて，避難所運

営に関しては，人員不足，専門知識不足をそれぞれ挙

げた自治体との t 検定における有意確率が，それぞれ

0.01%，0.09%であり，特に大きな影響を受けることが

いえる．一方，マニュアル未整備を理由に挙げた自治

体とは有意差は見られなかった．最後に，物資・外部

支援に関しては，どの項目に対しても対策｢している｣

自治体との有意差が見られず，物資・外部支援の対策

は財政力に大きな影響を受けるといえる． 
 したがって，自治体の障壁に対しては①住民周知の

人員不足に対しての財政的支援，②マニュアル整備に

ついての一律的な支援，③避難所運営及び物資・外部

支援に関する自治体間の財政力の差を埋めるための方

策が必要であると考える． 
 

第 5 章 まとめ 
5.1 本実習の⽬的 
本実習では自治体の対策実施状況をヒアリングとア

ンケートを通して把握し，対策が不十分である原因の

分析と考察を行った．これらを踏まえて対策を行う際

に障壁となる課題を明確にし，自治体の対策施行の後

押しとなる提言を行うことが本実習の目的である． 
5.2 提⾔ 

本実習の全体を通して以下の提言を得た． 
提⾔ 1：避難情報伝達媒体の整備 
 避難情報を可視化した情報媒体の整備として，従来

の紙媒体やホームページ等に加えて避難情報アプリ等

の幅広い媒体を用い，避難所や避難経路等の避難情報

と COVID-19 対策情報を含んだ防災マップ等の情報を

様々な住民に対して周知することが必要である． 

提⾔２：⾃治体間の協⼒ 
 災害時の自治体の境を越えた広域避難による避難所

運営と人的資源の有効活用に基づく 3 密回避は自治体

間で協力し合う必要がある． 
提⾔３：分散避難の意義の周知・啓発 
 避難所増設には限界があるため，自治体は住民に対

して避難判断のための情報発信や分散避難の重要性の

周知をより強化する必要がある．さらには住民側も分

散避難の重要性を理解し，自治体の情報をもとに冷静

に避難判断を行うことが求められる． 
 

第 6 章 今後の課題 
 本実習の調査で行った提言の実行手段として，アン

ケートとヒアリング調査でご協力頂いた自治体への最

終班レポートの配布を予定している． 
 また，本調査では今回自治体への提言という形であ

ったものの，感染症拡大と被災の防止に住民の意識と

行動の重要性は否めない．ヒアリング調査で協力頂い

た 3 市は，在宅や友人宅での避難等の避難方法を考慮

した平時の備えやいざという時に共助できる地域内コ

ミュニティの構築などが，住民として担える役割であ

ると話していた．その傍らで，学生や若者世代は，近

隣住民など身近にいる人々へ｢自助｣｢共助｣の考え方や

避難方法・備えを啓発する役割を担うことができると

同時に，災害時にはボランティアとしての活動を期待

しているとのことだった． 
 学生である私たちが担う今後の課題として，感染症

と自然災害といった特殊な事態で想定し得るリスクに

対し，正しい情報のもと個人と地域のための安全に向

けた実践的な行動が望まれているのではないだろうか． 
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